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財政構造改革の取組みについて

２．令和３年度当初予算（案）における推進状況

（参考資料）

１．「実質公債費比率」 の推移
２．「県債残高」 と 「公債費」 の推移
３．「財政調整的基金残高」 の推移
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３．今後の課題と方向性



１．令和２年度における推進状況

令和２年度における財政健全化の取組み

○ 新型コロナウイルス感染症対策として、計８回、
総額８３４億円の補正予算を機動的に編成！

○ 財源確保に創意工夫を凝らし、新型コロナ対策をはじめ、
「喫緊の課題解決」と「財政健全化」の両立を図る
「持続可能な財政運営」に注力

＜全国知事会からの政策提言＞

① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
の創設と累次の増額措置

② 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
の累次の増額及び全額国費化

総額
4.5兆円！

＜歳出から歳入を生み出す工夫＞

③ 県議会・全会派からの御提案も踏まえ、
既決予算事業の大胆かつ機動的な見直し

改革目標と令和２年度の推進状況（見込み）

→  県政初の「６月補正予算での減額措置」により、
２０億円の事業費を圧縮、１０億円の一般財源を捻出！

→R2年度末見込み ８００億円程度

※ 左記の財源確保や執行段階節減努力等により、
８００億円以上を確保できる見込み！

財政調整的基金残高 目標：R４年度まで800億円以上堅持

県債残高 目標：R４年度末 4,800億円未満

→R2年度末見込み ４，８１０億円程度

→R2年度当初予算 ４６１億円

公債費 目標： R４年度末 440億円未満

→R2年度（H29～R1平均値） １１．７％
（センサー指標① R１単年度 11.4％）

実質公債費比率 目標：R４年度まで12％台以下堅持

令和元年度（H30決算）においても黒字を達成

12年連続
黒字

センサー指標② プライマリー･バランス

１

R元.2月補正以降
累計総額

８６４億円

①４月補正（臨時）
②６月補正（先議）
③６月補正（追加）
④９月補正

３３０億円
７３億円
２２１億円
８２億円

⑤11月補正（先議）
⑥11月補正（追加）
⑦ １月補正（臨時）
⑧ ２月補正（先議）

６６億円
１億円
５６億円
５億円

・ 国１次補正 ０．２兆円
・ 国２次補正 ２．２兆円
・ 国予備費 ０．９兆円
・ 国３次補正 １．３兆円

・ 国１次補正 １兆円
・ 国２次補正 ２兆円
・ 国３次補正 １．５兆円

総額
4.6兆円！

国２次補正までの
本県交付限度額

160億円！

（※公債費・県債残高は、臨財債及び国の３か年緊急対策に係る新設地方債を除く）

（※上記のほか、令和元年度２月補正（第７号）３０億円）



２．令和３年度当初予算（案）における推進状況

令和３年度に向けた財政健全化の取組み

→R3年度末見込み ８００億円程度

→R3年度末見込み ４，８００億円程度

→R3年度（H30～R2平均値） １２％台以下

①地方一般財源総額の確保
○令和３年度地方財政対策
全国知事会や本県からの「政策提言」により、
「地方一般財源総額」（交付団体ベース）について
前年度「＋０．２兆円」となる「６２．０兆円」を確保！

②有利な財源確保と積極的な活用
○国の経済対策に呼応した「１５か月予算」の編成
当初予算は、全国知事会からの提言により実現した
「国・経済対策」に呼応し、「１５か月予算」として、
令和２年度１月・２月補正予算を一体的に編成

※公債費・県債残高は、臨財債及び国の３か年緊急対策・５か年加速化対策に係る
交付税措置の有利な地方債分を除く

○「防災･減災､国土強靱化・５か年加速化対策」の実現
地方が強く求めて来た「３か年緊急対策」の後継となる「５か年
加速化対策」が実現し、有利な「地方債制度」が拡充・５年延長

→ 本県当初予算においても、県税収入が「▲45億円」と
大幅減となる中、 地方交付税及び臨時財政対策債等を
合わせた「一般財源総額」は、前年度「＋７億円」を確保！

→ 国「第３次補正予算」による国庫補助金等の財源を活用し、
県負担を抑制しつつ、必要な事業費を確保！

→ 交付税措置の有利な県債を活用し、
将来にわたる実質的な県負担を抑制しつつ、
国伸び率を上回る公共事業費の規模確保！

（R2年度（H29～R１平均）：11.7％）

→R3年度当初予算 ４４７億円
（R2年度当初予算：461億円）

（R2年度末見込み：4,810億円程度）

（R2年度末見込み：800億円程度）

当初予算編成時点では、概ね順調に推移する見込みだが、
「新型コロナ」の影響により、国・地方の財政を取り巻く環境は大きく変容！ 2

（※執行段階節減努力等による積戻し含む）

改革目標と令和３年度の推進状況（見込み）

実質公債費比率 目標：R４年度まで12％台以下堅持

公債費 目標： R４年度末 440億円未満

県債残高 目標：R４年度末 4,800億円未満

財政調整的基金残高 目標：R４年度まで800億円以上堅持

15年ぶりに
1,000億円超！

・防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債（充当率100％・交付税措置率50％）
（※国補正予算対応分は、補正予算債（充当率・交付税措置率は上記同様）
・緊急自然災害防止対策事業債（充当率100％・交付税措置率70％）



３．今後の課題と方向性

（１） 財政収支見通し

○ 一方、 「新型コロナウイルス感染拡大」による経済への影響は、長期化が懸念されており、
国・地方の税収等の下振れリスクをはじめ、今後の「財政収支見通し」は予断を許さない状況。

R2 R3

歳入総額 4,984億円 4,966億円

歳出総額 5,041億円 5,040億円

収支不足 ▲57億円 ▲74億円

財調基金残高 124億円 90億円

（２） 今後の課題・方向性

R2 R3

歳入総額 5,007億円 5,097億円

歳出総額 5,057億円 5,147億円

収支不足 ▲50億円 ▲50億円

財調基金残高 141億円 130億円
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＜財政構造改革基本方針策定時＞ ＜各年度当初予算編成時＞

○ 地方一般財源総額について、平成30年度の地方財政計画の水準を下回らないよう
実質的に同水準を確保する、いわゆる「一般財源実質同水準ルール」については、令和３年度までが期限。

→ 引き続き、一般財源総額確保に向け、「令和４年度以降の在り方」を国に積極的に「政策提言」。

○ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に呼応し、集中的な県土強靱化を進めるため、
「公共事業費の安定的な規模確保」と「財政健全化」の両立を図る必要

→ 実質的な県負担を抑制するため、「交付税措置の有利な地方債」をさらに積極的に活用。

３つの国難打破に向け、「持続可能な財政基盤」の確立を目指す！

（※財調基金残高は、執行段階節減努力等による積戻しを含む各年度末の残高見込み）

○ 「地方一般財源総額の確保」や,「国の経済対策」に伴う「有利な財源」の活用等により、
当初予算編成時の財源不足額は、基本方針策定時よりも圧縮。

○ 行政サービスが借金に頼らずに税金で実施されていることを示す「プライマリー・バランス」は、１２年連続黒字。



（%）

「実質公債費比率」 はさらに改善し、令和２年度は「１１．７％」へ！

・ 平成２１年度から２７年度まで「７年連続」で起債許可団体

・ 平成２８年度には「１６．７％」となり、起債許可団体から脱却

「実質公債費比率」 はさらに改善し、令和２年度は「１１．７％」へ！

・ 平成２１年度から２７年度まで「７年連続」で起債許可団体

・ 平成２８年度には「１６．７％」となり、起債許可団体から脱却

起債許可ライン

4

改革目標
１２％台以下を堅持

（参考１） 「実質公債費比率」 の推移（参考１） 「実質公債費比率」 の推移



（年度）総合経済対策実施期間（平成4年度～平成14年度）

棒グラフ……… 県債残高（決算ベース）の推移
折れ線グラフ…… 公債費（決算ベース）の推移

（※公債費のR2,R3は、予算ベース）

＊県債残高…減少基調を維持！

8,014

8,313
8,369

7,391
7,731

8,050
8,256

6,992
6,612

6,285

754
756 765

805
832 829

806
778

757 736

8,265

5,932
5,616

3,169
2,837

3,709

4,196

4,911

5,451

5,995

6,689

7,207

7,645

8,571
8,112

9,005
9,360

9,552
9,613

9,548
9,385

9,412
9,427

9,297 9,177
9,019

左軸：県債残高

（単位：億円）

※公債費の平成６年度は、NTT債繰上償還金を除いた数値
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（参考２）「県債残高」 と 「公債費」 の推移（参考２）「県債残高」 と 「公債費」 の推移
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（※R2・R3は、執行段階節減努力等による積戻しを含む現時点の見込み）

（参考３） 「財政調整的基金残高」 の推移（参考３） 「財政調整的基金残高」 の推移
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